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令和元年度 大垣市中心市街地活性化基本計画の定期フォローアップに関する報告 

令和２年５月 

大垣市（岐阜県） 

 

○計画期間：平成 27年 11 月～令和 3年 3月（5 年 4 月） 

 

Ⅰ．中心市街地全体に係る評価 

１． 令和元年度終了時点（令和２年３月 31日時点）の中心市街地の概況 

本市は、平成27年11月以降、認定基本計画に基づき、「選ばれるまち大垣へ にぎわ

いと魅力あふれるまちづくり ～中心市街地での定住人口・交流人口の増加～」といっ

た方針のもとに各事業を実施しており、来街者やマンション建設による中心市街地の活

性化に努めてきたが、居住人口の減少により、さらなる中心市街地のにぎわい創出が喫

緊の課題である。 

こうした中、ハード環境整備は、平成28年9月に「大垣駅南街区第一種市街地再開発

事業」、平成30年3月に「大垣駅南街区広場整備事業」、令和2年1月に市役所新庁舎建設

が完了し、新たな街の顔が整備されたことで、中心市街地のにぎわい創出の一助となっ

ており、また、郭町東西街区市街地再開発検討事業においても令和元年度に準備組合が

設立するなど、整備に向けた検討が進行している。 

中心市街地の活性化については、平成30年度に本市は市制100周年を迎え、中心市街

地を中心に100の祝祭感あふれるソフト事業を開催し、交流人口の増加やにぎわい創出

など、中心市街地の更なる活性化を図った。また、平成22年度から継続して開催してい

る「中心市街地商店街元気ハツラツ市」を令和元年度は7回開催するとともに、「奥の細

道むすびの地記念館」の来館者数が、令和2年3月末に180万人に達するなど、中心市街

地の魅力も高まっている。 

【中心市街地の状況に関する基礎的なデータ】       （基準日：毎年度 3 月 31 日） 

（中心市街地

区域） 

平成 26 年度

(計画前年度) 

平成 27 年度

(１年目) 

平成 28 年度

(２年目) 

平成 29 年度

(３年目) 

平成 30 年度

(４年目) 

令和元年度

(５年目) 

人口 8,330 人 8,156 人 8,354 人 8,173 人 8,058 人 8,175 人 

人口増減数 △161 人 △174 人 198 人 △181 人 △115 人 117 人 

自然増減数 △117 人 △87 人 △91 人 △74 人 △108 人 △76 人 

社会増減数 118 人 △51 人 225 人 △42 人 △36 人 77 人 

転入者数 448 人 357 人 572 人 496 人 555 人 718 人 

※自然増減数、社会増減数、転入者数は中心市街地区域を含む町丁目での数値。 
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２．令和元年度の取組等に対する中心市街地活性化協議会の意見 

大垣市と協議会との間で定例会議を開催するとともに、大垣市の商業・居住・観光な

ど各担当部局と大垣商工会議所、周辺の大学などとの意見交換や、基本計画に基づいた

取り組みが引き続き進められている。 

令和2年1月においては、市役所新庁舎が完成し、市民の憩いの場であり、市民に開か

れた市役所として、中心市街地のにぎわいの創出が図られた。 

空き店舗対策としては、中心市街地の空き店舗の解消を目指す中心市街地空き店舗撲

滅プロジェクト事業を継続実施し、借り手と貸し手のマッチングを円滑化することによ

り、更なる空き店舗の減少に期待する。空き店舗対策を着実に進めることで、更なる中

心市街地の活性化をお願いしたい。 
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Ⅱ．目標ごとのフォローアップ結果 

１．目標達成の見通し 

＜基準値からの改善状況＞ 

Ａ：目標達成、Ｂ：基準値達成、Ｃ：基準値未達成 

＜取組の進捗状況及び目標達成に関する見通しの分類＞ 
①取組（事業等）の進捗状況が順調であり、目標達成可能であると見込まれる。 

②取組の進捗状況は概ね予定どおりだが、このままでは目標達成可能とは見込まれず、今後対策を講じる必

要がある。 

③取組の進捗状況は予定どおりではないものの、目標達成可能と見込まれ、引き続き最大限努力していく。 

④取組の進捗に支障が生じているなど、このままでは目標達成可能とは見込まれず、今後対策を講じる必要

がある。 

 

２．目標達成見通しの理由 

「中心市街地の休日歩行者・自転車通行量」については、計画どおり事業が進捗し、

その効果が表れているため、数値は増加傾向にあり、目標の達成は可能と見込まれるが、

令和元年度3月分においては、新型コロナウィルス感染症の影響により測定不能であっ

た。今後も「まちゼミ」や「中心市街地商店街元気ハツラツ市事業」を継続し、商店街

の魅力を来街者に発信していく取り組みを実施予定である。 

「中心市街地の居住人口」については、民間マンションの居住者の増加等によるもの

と考えられる増加が前年比117人あり、減少傾向をゆるやかにしているものの、目標達成

は困難であると見込まれる。 

「商店街振興組合連合会内空き店舗数」については、「中心市街地リフレッシュサポー

ト事業」による空き店舗への新規出店が令和元年度は9件あり、閉店店舗はあるものの、

新規出店者が定着してきており、空き店舗数は27件に減少し、目標達成に向けて順調に

推移している。今後は、「空き店舗撲滅プロジェクト事業」により、空き店舗及び営業中

の店舗の現状の把握に努め、新規出店を考えている事業者と空き店舗のマッチングを円

滑にすることにより、更なる空き店舗対策の充実を図っていきたい。 

 

３．前回のフォローアップと見通しが変わった場合の理由 

 まちなか居住人口において、事業は予定通り進捗しているものの、転出等による生産

年齢人口の減少や高齢化の影響が予想よりも進んでおり、居住人口の減少が見られるた

め、②と評価した。 

目標 目標指標 基準値 目標値 最新値 
基準値から

の改善状況 

前回の 

見通し 

今回の 

見通し 

観光・交流拠点の
整備や商業機能の

再生による 
「にぎわいの創出」 

中心市街地の 

休日歩行者・ 

自転車通行量 

12,189 

人/日 

（Ｈ26） 

12,688 

人/日 

（Ｒ02） 

15,510 

人/日 

（H30） 

Ａ ① ① 

都市基盤の推進に
よる 

「まちなか居住の
推進」 

中心市街地の 

居住人口 

8,330人 

（Ｈ26） 

8,430人 

（Ｒ02） 

8,175人 

（Ｒ01） 
Ｃ ③ ② 

中心市街地の商業
再生による 

「空き店舗の減少」 

商店街振興組合

連合会内 

空き店舗数 

36店舗 

（Ｈ26） 

27店舗 

（Ｒ02） 

27店舗 

（Ｒ01） 
Ａ ① ① 
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４．目標指標ごとのフォローアップ結果 

「中心市街地の休日歩行者・自転車通行量」※目標設定の考え方基本計画P70～P76参照 

●調査結果の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

※調査方法：歩行者・自転車通行者、毎年3月に10地点において 

10時から17時30分で計測 

※調 査 月：令和2年3月 ※新型コロナウィルス感染症の影響により計測不能 

※調査主体：大垣市 

※調査対象：中心市街地10地点（旧金蝶ビル東、駅前にしき前、旧ヤナゲン大垣本店前、 

ムトウさかや前、吉田ハム前、三菱東京ＵＦＪ銀行前、稲川病院前、大垣公園南、 

大垣市役所東、住吉橋前）における歩行者及び自転車の通行量 

 

●目標達成に寄与する主要事業の進捗状況及び事業効果 

①．大垣駅南街区第一種市街地再開発事業（大垣駅南街区市街地再開発組合） 

事業実施期間 平成 20年度～平成 28年度【済】 

事業概要 
大垣駅南口の老朽化したビル周辺を再開発し、住宅、商業施

設、自転車駐輪場、広場、駐車場等を整備する。 

国の支援措置名

及び支援期間 

社会資本整備総合交付金（市街地再開発事業等）［国土交通省］ 

（平成 21 年度～平成 28年度） 

事業効果及び進

捗状況 

平成 28 年 9 月に完成し、112 戸の住宅は全て入居済である。

また、商業施設も合わせて営業を開始しており、大垣駅南街

区周辺の休日歩行者・自転車通行量の継続的な増加に寄与し

ている。 

事業の今後につ

いて 

平成 30年 3月に整備された広場「水都の泉」を活用したイベ

ントを開催するなど、にぎわい創出に取り組んでいきたい。 

 

 

 

年度 (単位：人/日) 

H26 
12,189 

(基準年値) 

H27 12,242 

H28 14,302 

H29 15,472 

H30 15,510 

R01  

R02 
12,688 

(目標値） 

 

 

12,189 12,242 

14,302 

15,472 15,510 

12,688 

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

H26

基準値

H27 H28 H29 H30 R01 R02

(人) 
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②．マンション建設（東外側町地内）（三菱地所レジデンス） 

事業実施期間 平成 27年度～平成 28年度【済】 

事業概要 民間企業により、分譲マンションを建設する。 

国の支援措置名

及び支援期間 
国の支援措置なし 

事業効果及び進

捗状況 

平成 28 年 11月に完成し、47戸の住宅は全て入居済である。

事業効果としてマンション周辺の休日歩行者・自転車通行量

が基準年比で 387人増加している。 

事業の今後につ

いて 

平成 30年 3月に大垣駅南口に整備された広場「水都の泉」を

活用してイベントを開催するなど、にぎわい創出に取り組ん

でいきたい。 

 

③．新庁舎建設事業（大垣市） 

事業実施期間 平成 27年度～令和 3年度【実施中】 

事業概要 老朽化した市役所庁舎の建て替え及び周辺の整備を行う。 

国の支援措置名

及び支援期間 

社会資本整備総合交付金（住宅・建築物安全ストック形成事業） 

［国土交通省］（平成 27年度～平成 28年度） 

事業効果及び進

捗状況 

コミュニティスペースや遊歩道など景観に配慮した新庁舎建

設を行い、中心市街地の魅力向上を図ることができる。 

事業効果としては観光案内所等の利用により、休日歩行者・

自転車通行量は68人増加見込みである。令和2年1月に新庁舎

の供用を開始した。 

事業の今後につ

いて 

令和 2 年 1 月に供用を開始し、現在旧庁舎の解体工事を進め、

令和 3 年の全体完成に向けて順調に進捗している。 

 

●目標達成の見通し及び今後の対策 

「大垣駅南街区第一種再開発事業」と民間事業者によるマンション建設（東外側町

地内）が完了したことにより、歩行者通行量は増加している。また、平成30年3月に「大

垣駅南街区広場整備事業」において整備された「水都の泉」を活用し、商店街が中心

となり、BGMを流しながら飲食物や雑貨の提供を行うイベントを開催するなど、にぎわ

い創出の取り組みを行っている。供用開始された新庁舎とともに、今後も整備された

空間を活用し、市民の憩いの場として、にぎわい創出に取り組んでいきたい。 
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「中心市街地の居住人口」※目標設定の考え方基本計画P77～P78参照 

●調査結果の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※調査方法：住民基本台帳から集計 

※調 査 月：令和2年3月末時点調査、4月取りまとめ 

※調査主体：大垣市 

※調査対象：中心市街地内居住人口 

 

●目標達成に寄与する主要事業の進捗状況及び事業効果 

①．大垣駅南街区第一種市街地再開発事業（大垣駅南街区市街地再開発組合） 

事業実施期間 平成 20年度～平成 28年度【済】 

事業概要 
大垣駅南口の老朽化したビル周辺を再開発し、住宅、商業施

設、自転車駐輪場、広場、駐車場等を整備する。 

国の支援措置名

及び支援期間 

社会資本整備総合交付金（市街地再開発事業等）［国土交通省］ 

（平成 21 年度～平成 28年度） 

事業効果及び進

捗状況 

平成 28 年 9 月に完成し、112 戸の住宅は全て入居済である。

一世帯あたり 2.32 人の計算で約 259 人が居住している。 

事業の今後につ

いて 

子育て支援施設「キッズピアおおがき」の活用を促し、子育て

世代を中心に中心市街地居住人口を増加させていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 (単位：人) 

H26 
8,330 

(基準年値) 

H27 8,156 

H28 8,354 

H29 8,173 

H30 8,058 

R01 8,175 

R02 
8,430 

(目標値） 
 

 

 

8,330 
8,156 

8,354 
8,173 

8,058 
8,175 

8,430 

7,000

7,400

7,800

8,200

8,600

9,000

H26

基準値

H27 H28 H29 H30 R01 R02

(人) 
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②．マンション建設（東外側町地内）（三菱地所レジデンス） 

事業実施期間 平成 27年度～平成 28年度【済】 

事業概要 民間企業により、分譲マンションを建設する。 

国の支援措置名

及び支援期間 
国の支援措置なし 

事業効果及び進

捗状況 

平成 28 年 11月に完成し、47戸の住宅は全て入居済である。

一世帯あたり 2.32 人の計算で約 109 人が居住している。 

事業の今後につ

いて 

子育て支援施設「キッズピアおおがき」の活用を促し、子育て

世代を中心に中心市街地居住人口を増加させていきたい。 

 

●目標達成の見通し及び今後の対策  

「大垣駅南街区第一種市街地再開発事業」と民間によるマンション建設（東外側町

地内等）が完了したため、新たな入居者が増えており、令和2年3月末における中心市

街地内人口は対前年比117人増加している。内訳は0～14歳が17人増、15～64歳が106人

増、65歳以上が6人減となっており、生産年齢人口の増加がみられた一方で、転出が641

人あり、著しい増加にはつながっていない。さらに、既居住者の高齢化による自然減

の影響もあり、大幅な増加は見込まれないため、今後の状況を見ながら対策を講じて

いく必要がある。 

中心市街地居住人口を増加させるため、「大垣駅南街区第一種市街地再開発事業」に

て完成した子育て支援施設「キッズピアおおがき」の活用や、子育て世代を対象にし

た住宅取得による借入金の利子補給、転入者への引っ越し費用の一部助成を行う「大

垣住まいるサポート事業」等の活用を促し、子育て世代を中心に中心市街地居住人口

を増加させていきたい。 
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「商店街振興組合連合会内空き店舗数」※目標設定の考え方基本計画P79～P82参照 

●調査結果の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

※調査方法：商店街振興組合連合会内の空き店舗数を集計 

※調 査 月：令和元年5月末時点調査、7月取りまとめ 

※調査主体：大垣商工会議所  

※調査対象：商店街振興組合内（大垣駅前商店街振興組合、大垣郭町商店街振興組合、 

大垣市本町商店街振興組合、大垣本町一番街振興組合、大垣ブラツキ商店街振興組合）にお

ける空き店舗数 

 

●目標達成に寄与する主要事業の進捗状況及び事業効果 

①．中心市街地リフレッシュサポート事業（大垣市） 

事業実施期間 平成 8 年度～【実施中】 

事業概要 
中心市街地内の空き店舗に出店するときの、改装費及び賃借

料を補助する。 

国の支援措置名

及び支援期間 

中心市街地活性化ソフト事業［総務省］ 

（平成 21 年度～令和 2 年度） 

事業効果及び進

捗状況 

令和元年度に中心市街地の空き店舗に本事業を活用した出店

が 9 件あり、想定以上の出店を促すことができた。今後も継

続して実施し、空き店舗の減少を促進していく。 

事業の今後につ

いて 

本事業の利用者は増加しており、引き続き、企業を志す人や

中小企業の支援組織である大垣ビジネスサポートセンター

（ガキビズ）や、ホームページ等での情報発信を行い、さらな

る周知活用を促進していく。 

 

 

 

 

年度 (単位：店舗) 

H26 
36 

(基準年値) 

H27 36 

H28 35 

H29 30 

H30 28 

R01 27 

R02 
27 

(目標値） 
 

 

 

36 36 
35 

30 

28 
27 27 

20

25

30

35

40

H26

基準値

H27 H28 H29 H30 R01 R02

(店舗) 
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②．中心市街地個店魅力アップ事業（大垣市） 

事業実施期間 平成 20年度～【実施中】 

事業概要 

店舗の魅力向上と商店街全体のイメージアップを図るため、

「既存店舗」の改修を行う事業者等に対し、店舗の改修費の

一部を補助する。 

国の支援措置名

及び支援期間 

中心市街地活性化ソフト事業［総務省］ 

（平成 21 年度～令和 2 年度） 

事業効果及び進

捗状況 

令和元年度に本事業を活用した既存店舗改装が 3 件あり、今

後も継続して実施し、店舗の継続営業を促進していく。 

事業の今後につ

いて 

引き続き、ホームページ等での情報発信を行い、さらなる周

知活用を促進していく。 

 

③．空き店舗撲滅プロジェクト（大垣市中心市街地活性化協議会）【平成30年度追加】 

事業実施期間 平成 30年度～【実施中】 

事業概要 
空き店舗調査による借り手と貸し手のマッチングから空き店

舗を撲滅する。 

国の支援措置名

及び支援期間 

中心市街地商業活性化診断・サポート事業（プロジェクト型） 

［経済産業省］（平成 30年度） 

事業効果及び進

捗状況 

現状の空き店舗及び営業中の店舗の今後の予定を把握し、中

心市街地への出店希望者と空き店舗のマッチングの円滑化が

図られる。令和元年度は郭町商店街、ブラツキ商店街エリア

を中心に実施した。 

事業の今後につ

いて 

令和 2 年度は本町商店街、本町一番街エリアを中心に調査を

実施予定である。 

 

●目標達成の見通し及び今後の対策 

「中心市街地個店魅力アップ事業」により既存店舗の改修が3店舗、「中心市街地リフ

レッシュサポート事業」により空き店舗への新たな出店が9店舗と中心市街地内の店舗の

魅力向上と新規出店が増えたことで、全体として令和元年度では対前年比空き店舗数が

1店舗減少し、目標値の27店舗を達成することができた。 

しかし、今後閉店する店舗も見込まれるため、新規出店を考えている事業者と空き店

舗のマッチングの円滑化を図る「空き店舗撲滅プロジェクト」等により、引き続き、空

き店舗の減少を図っていく。 

 

 

 


